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財政の中期見通しについて

財 政 課

１ 本見通しを作成する趣旨等

本見通しは、令和６年度当初予算編成における財源対策等の基礎として、国が想定する名目ＧＤＰ成長率の

見通しなど一定の仮定の下で機械的に試算を行い、今後の収支状況や主要な健全化指標等の傾向を明らかにす

ることで、将来を見据えた持続可能で安定的な財政運営を行うための参考として活用するもの。

【推計の期間】

・財源不足

令和６年度から令和10年度まで（５年間）

（2024年度） （2028年度）

・実質公債費比率及び将来負担比率

令和６年度から令和15年度まで（10年間）

（2024年度） （2033年度）

【留 意 点】

推計期間中の各項目の数値は、今後の経済情勢や国の地方財政対策のほか、財政需要の動向等により変

動するものである。

令和５年1 0月６日
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２ 本見通しの活用に係る考え方について

成長戦略 財政健全化

・未来の秋田を支える人への投資

・経済の活性化に結びつく成長

分野への投資 等

歳

入

歳

出

投資効果

・事業の重点化

・公共事業、県有施設の見直し

等

・国の支援制度の活用

・交付税の改正要望
・税源の涵養

持続的な財政運営

「未来への投資」の視点と「財政健全化」の視点を両輪とした取組

（新プラン遂行のための着実な投資をしつつ）

① 財源不足対策

（財政２基金の維持等）

② 実質公債費比率悪化の抑制

③ 将来負担比率悪化の抑制

持続的な成長に向けた投資に必要な財源

を生み出すために求められる、本県財政

の健全性とは…

①～③の各指標や、それを構成する要素などについて自然体で将来推計を行い、現状のままではどうなるのかを整理。

↓

その上で、新プランの着実な遂行のため、維持・改善しなければならないポイントを整理し、改善すべき具体的な数値等

を当初予算編成方針において示すこととする。
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○
○
○
○

○

【歳出構造（自然体）の分析】

歳出総額としては、R8年度で一時的に増加するものの、総じて減少傾向になると推計される。
義務的経費については、退職手当の隔年度増減や教職員数の減少等、人件費の増減により、概ね2,800億円前後で推移する。
公共事業等については、R5に発生した大雨に係る災害関連事業等の影響もあり、概ね950億円程度で推移する。
その他の投資的経費については、R8に新県立体育館整備事業等が予定されていることから増加傾向にあるが、それ以降は、事業量が減
少していく。
その他の経常的経費と政策的経費は、一時的な増減があるものの、概ねR5と同水準で推移する。
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218
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5,783 5,861 5,787 5,802
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R05 R06 R07 R08 R09 R10

一般会計歳出予算の見通し

義務的経費 公共事業等 その他投資的経費 経常的経費 政策的経費

３ 財源不足の推計（自然体）

【歳出】

・想定される大規模事業を個別に積み上げて推計。

項目 各年度の設定条件

人件費

公債費 ・県債の既発分に係る元利償還金に、新規発行見込みに係る分を加えて推計。

その他

うち退職手当

・今後の職員数の見込みと定年延長による退職手当の増減を踏まえて推計。

投資的経費

単独

補助

清算金
交付金等

・歳入の地方消費税等と連動して推計。

社会保障
関係経費

・国の推計や、本県の若年者・高齢者の人口、要介護者や障害者の推移等を
　勘案して推計。

政策的経費

億円
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○
○

○

【歳入構造（自然体）の分析】

歳入総額としては、総じて減少傾向になると推計される。
一般財源については、社会保障関係経費の増等により、地方交付税の短期的な増加（R5予算：1,925億円→R8推計：1,982億円（＋57億
円））が見込まれるものの、県税の減少（R5予算：1,506億円→R8推計：1,442億円（▲64億円））等により、一般財源総額としては減
少傾向である。
特定財源については、退職手当基金からの繰入金の影響により年度間の増減がある。また、新県立体育館整備事業（観光文化スポーツ
部）や障害児・者施設整備事業（健康福祉部）等の増加に伴い、R8年度をピークに国庫支出金が増加するが、その後は事業量の減少に
伴い、減少傾向となる。

3,716 3,714 3,699 3,698 3,690 3,670

1,970 1,992 1,932 1,998 1,919 1,918

5,687 5,706 5,631 5,696
5,609 5,588

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R05 R06 R07 R08 R09 R10

一般会計歳入予算の見通し

一般財源 特定財源

【歳入】

項目 各年度の設定条件

・事業費に連動。その他

地方消費税
清算金

県税 ・国の名目経済成長率見込み（※）や近年の実績を参考に推計。
　（※内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（名目GDP成長率ベース
　　　ラインケース））

・基準財政収入額は上記県税の推計等を基に推計。
・基準財政需要額は人口減少による影響等を踏まえて推計。

地方交付税

臨時財政対策債

国庫支出金

県債
(臨財債除く)

・人件費、社会保障関係経費、投資的経費等に連動。

・投資的経費等に連動。

億円
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※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。
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財源不足額と財政２基金年度末

残高の見通し

財源不足額 ２基金積戻し後の基金残高

【財源不足（自然体）の分析】

○ 財源不足額については、R9年度までは概ね▲130億円～

▲170億円程度で推移するが、R9年度以降は地方交付税

が大きく減少する一方、歳出がそれほど減少しないこと

から、財源不足額は▲200億円を超える規模まで拡大す

る。

○ このため、財政２基金の年度末残高については、毎年度

の財政調整基金への積戻し額を80億円とすると、大幅に

減少し、R10年度には財政２基金の残高が枯渇する結果

となった。

【対策の方向性（改善が必要なポイント）】

○ 政策的経費等の見直しにより、財政２基金の残高を一

定程度維持する。（歳出削減の徹底）

○ 国庫支出金や外部資金等の積極的な確保・活用を図る。

（特定財源の確保）

○ 特定財源のうち県債の発行抑制及び地方債の質の向上

を図る。（実質負担の軽減）

基金の枯渇

積戻

+80

（毎年度）

469

財源不足

＝取崩

▲173

376

財源不足

＝取崩

▲152
財源不足

＝取崩

▲165

304

財源不足

＝取崩

▲178

219

121

財源不足

▲214

＞残高

億円
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378 332 377
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384 332
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550 501 481 481 474 471

2,700
2,646 2,615 2,593 2,571

2,658

2,839
2,741 2,748

2,842 2,885 2,913 2,897 2,859
2,785

2,680 2,681 2,663 2,624

14.1%
13.6%

13.0%

13.3%

13.1%
13.8%

14.9%

15.3%

14.6%

13.3% 13.7%

15.0%
15.9%

17.3%
18.0% 18.3%

17.9% 17.8% 17.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

0
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900

1,200

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

実質公債費比率分子､分母(億円)

(年度)

実質公債費比率の将来推移
分子 分母 実質公債費比率

４－１ 実質公債費比率の推計（自然体）

R4決算ベース全国順位

・44位（東北では最下位）

【実質公債費比率（自然体）の分析】
○ 財源不足推計（自然体）ベースでは、令和６年度以降、元金償還金とともに、昨今の金利上昇により、元利償還金が大きく増加することが

見込まれ、実質公債費比率が上昇基調になり、R11年度で18.0％を超え、起債許可団体となる見込み。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

ピーク
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6,436
6,599 6,662 6,664 6,690 6,692

6,530
6,705 6,608

6,827 6,863
7,037 6,983 7,083 7,003 7,143 7,086

7,234 7,288

2,700 2,646 2,615 2,593 2,571 2,658
2,839 2,741 2,748 2,842 2,885 2,913 2,897 2,859 2,785 2,680 2,681 2,663 2,624

238.3%
249.3% 254.7% 256.9% 260.2%

251.7%

229.9%
244.6% 240.4% 240.1% 237.8% 241.5% 241.0% 247.7% 251.4%

266.4% 264.3%
271.7% 277.7%

0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

250.0%

300.0%

350.0%

400.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

分子、分母(億円)

(年度)

将来負担比率の将来推移
分子 分母 将来負担比率

４－２ 将来負担比率の推計（自然体）

【将来負担比率（自然体）の分析】
○ 財源不足推計（自然体）ベースでは、県債残高が減少するものの、将来負担額の増加により比率はゆるやかに上昇する見込み。

○ 今後の金利上昇等を踏まえると、実質公債費比率と同様、楽観視はできない。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

R4決算ベース全国順位

・42位（東北では最下位）
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○

○
○

○

【歳出構造（事業費圧縮）の分析】

公共事業等について、R5年度大雨に係る災害関連事業等を除いた公共事業分につき、実負担額を毎年▲5.0%圧縮した結果、自然体で高
止まりしていた公共事業等をR5→R10で▲85億円圧縮する。（参考：地方債▲40億円、一般財源▲10億円）
その他の投資的経費については、実負担額ベースで▲5.0%となるように圧縮を行い、毎年▲10億円弱を圧縮する。
政策的経費については、1,500億円台を目安にし、自治体の判断で圧縮が難しい社会保障関係経費と退職手当臨時基金の積立金を除いた
ものにつき、事業費ベースで毎年▲15.0%圧縮し、▲10億円程度（繰上償還を実施するR6～R8年度は▲20～30億円程度）を圧縮する。
義務的経費のうち、公債費についてはR6からR8年度の各年度において24億円の繰上償還を行い、将来の公債費負担を切り下げる。

2,783 2,887 2,784 2,827 2,747 2,810
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５ 財源不足の推計（圧縮）
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一般会計歳出予算の見通し

億円 億円
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○
○

○

【歳入構造（事業費圧縮）の分析】

事業費圧縮に伴い、連動する特定財源が減少する。
特に県債については、自然体で500億円台で推移していたものが、R10年度で500億円を下回る規模まで圧縮を行うことで、県債発行の
抑制を図る。
なお、一般財源については、事業費に連動するものではないことから、圧縮による影響はない。
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○

○

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

【財源不足（事業費圧縮）の分析】

財源不足額については、自然体から概ね30億円～70億円程度の改善が見込まれる。その結果、県立体育館整備事業や治水事業を集中
的に実施する予定であるR6～R11年度においても財源不足額が圧縮される。
財政２基金の残高については、毎年80億円を積戻すと、R8年度までは200億円台を維持できるが、それ以降については、地方交付税等
の減少に伴い、財源不足額が拡大し、残高が急速に減少する。
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（圧縮後）

２基金積戻し後の基金残高

（圧縮後）
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財源不足額と財政２基金年度末残高の見通し
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＝取崩
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＞残高
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分子 分母 実質公債費比率

６－１ 実質公債費比率の推計（圧縮）

【実質公債費比率（圧縮）の分析】
○ 事業費を大幅に圧縮することに加え、R6年度からR8年度の３ヵ年で各年度24億円の繰上償還を行うこととして推計した結果、18.0％超えを

回避できる見込みである。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

【圧縮の影響】

事業費の圧縮＋地方債の繰上償還するこ

とにより、18.0％越えを回避可能

【留意点】

R6～8年度に各年度24億円の繰上償還を行う。
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６－２ 将来負担比率の推計（圧縮）

【将来負担比率（圧縮）の分析】
○ 事業費を圧縮した結果、自然体ではゆるやかな上昇見込みであったものが、概ね横ばいとなった。

○ 実質公債費比率と同様に標準財政規模の増減により将来負担比率が大きく変動することから、将来、さらに標準財政規模が小さくなることを

踏まえ、更なる歳出の見直しと県税の涵養による歳入確保が重要である。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

【圧縮の影響】

ゆるやかな上昇から概ね横ばいに

改善。
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